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平成20年度実績評価書要旨

評価実施時期：平成21年３月、６月 担当部局名：水産庁企画課
評価書公表時期：平成21年７月

政策体系上の位置付け
施策名 水産業の健全な発展

（実績評価書⑭） Ⅶ－⑭

施策の概 国民に対する水産物の安定供給の観点から、水産業全体を食料供給産業としてとらえ、その
要 健全な発展を総合的に図るため、以下の施策を実施する。

① 国際競争力のある経営体の育成・確保と活力ある漁業就業構造の確立
② 漁港・漁場・漁村の総合的整備と水産業・漁村の多面的機能の発揮
③ 水産関係団体の再編整備

政策に関 【評価結果の概要】
する評価
結果の概 （総合的評価）
要と達成 「水産業の健全な発展」にとっては、漁業の健全な発展と漁村の振興が重要であり、このう
すべき目 ち、漁業の健全な発展に資するものとしては、「国際的競争力のある経営体の育成・確保と活力
標等 のある漁業就業構造の確立」及び「水産関係団体の再編整備」が、漁村の振興に資するものと

しては、「漁港・漁場・漁村の総合的整備と水産業・漁村の多面的機能の発揮」がそれぞれ重要
であり、来年度以降も引き続き達成目標に基づく施策の確実な実施が重要である。

目標の達成状況がＢランク（有効性の向上が必要）となった「新規漁業就業者数の確保」に
ついては、実績値が目標値の７割に留まっていることを踏まえ、体系的な漁業就業支援体制を
整備し、漁業者の雇用余力の維持や沿岸漁業の法人化等を促進する。また、「漁協の組織基盤の
強化」については、多種多様な漁協経営改善モデルの策定に一層努める。

（必要性）
① 「国際競争力のある経営体の育成・確保と活力ある漁業就業構造の確立」については、安
定的な収益を確保しつつ継続的に漁業活動を担い得る漁業経営体を育成し、このような経営
を担う人づくりを進める必要がある。

② 「漁港・漁場・漁村の総合的整備と水産業・漁村の多面的機能の発揮」については、力強
い産地づくりと安全で活力ある漁村づくりに向けて、我が国周辺水域の資源生産力の向上や
我が国水産業の国際競争力強化を図るため、水産物供給基盤の整備、漁村の防災力の強化と
生活環境の向上に資する整備等を推進するとともに、水産業・漁村の多面的機能を発揮を確
保する必要がある。

③ 「水産関係団体の再編整備」については、水産関係団体の位置づけ・役割を不断に見直す
とともに、漁協改革の促進をはじめとして、効率的な再編整備を進める必要がある。

（効率性）
① 「国際競争力のある経営体の育成・確保と活力ある漁業就業構造の確立」については、漁
業担い手確保・育成対策総合推進事業、漁業経営安定対策事業により、地域の実情に応じた
目標を示した上で、自主性・裁量性を発揮しながら、新規漁業就業者数の確保と、漁業経営
改善計画の認定者数の確保に努めており、効率的な施策の推進を図っている。

② 「漁港・漁場・漁村の総合的整備と水産業・漁村の多面的機能の発揮」については、漁港
漁場整備事業の推進に関する基本方針等に基づき、資源管理や衛生管理の諸施策と連携しつ
つ取組を推進し、効率的な施策の推進を図っている。

③ 「水産関係団体の再編整備」については、漁協の組織基盤の強化について、経営コンサル
タント等の財務・起業再生等に知見を有する外部専門家を活用し、漁協経営改善モデル(先進
事例)を作成し、広く普及・紹介することで、効率的な施策の推進を図っている。

（有効性）
① 「国際競争力のある経営体の育成・確保と活力ある漁業就業構造の確立」のうち指標「新
規漁業就業者数の確保」については、目標を達成することができず、達成状況はＢランクと
なった。これは、19年秋以降の雇用情勢悪化に伴い漁業就業希望者は増加したものの、近年、
漁獲量減少に加え燃油高騰に見まわれる中、更には20年秋口以降の景気後退により漁業者側
の雇用余力が低下したこと等が影響を及ぼしたものと考えられる。また、指標「漁業経営改
善計画の認定者数の確保」については、平成20年度から新たに漁業経営安定対策事業（漁業
経営改善計画認定は本事業に加入するための一要件）を導入したこと等により目標達成しＡ
ランクとなった。

② 「漁港・漁場・漁村の総合的整備と水産業・漁村の多面的機能の発揮」については、全て
の指標において目標を達成し、Ａランクとなってた。

③ 「水産関係団体の再編整備」については、前年に引き続き、合併の効果が発揮されていな
いために経営改善が進まない漁協や、財務状況の悪化が原因により合併に参加できない漁協
の経営改善計画のモデルプラン策定を行ったところであり、目標の達成状況はＢランクとな
った。
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(反映の方向性）
① 「国際競争力のある経営体の育成・確保と活力ある漁業就業構造の確立」については、従
来の施策に加え、学生等を対象とする漁場体験活動等の支援、漁業現場での長期研修の拡充
（最長２年）、長期研修生の住居費の支援、漁業に必要な経理・税務等の技術の習得のための
支援措置、新規漁業就業者のための演習船の整備及び新しいビジネスのノウハウや技術を有
する異業種の漁業への参入を促進し、総合的な漁業就業支援を実施する。

② 「漁港・漁場・漁村の総合的整備と水産業・漁村の多面的機能の発揮」については、今後
も引き続き、漁港漁場整備長期計画等に基づき、漁港・漁場・漁村の総合的な整備を実施す
る。

③ 「水産関係団体の再編整備」については、漁協の組織基盤の強化を図るため、漁協経営改
善モデルを策定しており、21年度からは、これまでの２タイプ（合併漁協型、経営不振漁協
型）に加え、県内漁協系統全体の経営改善を目的とした計画の策定にも取り組むこととし、
より多くの漁協が活用できるよう多様な形態毎に漁協経営改善モデルの策定を引き続き努め
る。

また、19年度に策定された６計画については、計画実施の具体的内容及び経営改善への具
体的な効果についても、状況に応じて漁連や県などの関係者との連携の上、フォローアップ
していくこととしている。

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】

達成目標 指標名 単位 基準値 実績値（達成状況） 目標値 達成目標・指標の
（年度） 18年度 19年度 20年度 （年度） 設定根拠・考え方

国際競争 (ｱ)新規漁 人 － 1,256 1,081 1,047 1,500 水産業の健全な発展が図るように、将
力のある 業就業者 （Ｂ） （Ｂ） (Ｂ) (毎年) 来の漁業を担うに足りる能力を備えた
経営体の 数の確保 人材の確保が重要であり、平成15年の
育成・活 年間1,500人の新規漁業就業者を確保
力ある漁 することを目標に設定。
業就業構
造の確立 (ｲ)漁業経 経営体 67 234 290 1,596 947 漁業者が、経営の相当程度の向上を図
(※19年 営改善計 (H14) （Ｂ） （Ｂ） (Ａ) (H20) ることを目的に、国・都道府県の助言
度から目 画の認定 の下に、漁船その他の施設の整備、生
標設定) 者数の確 産方式の合理化、経営管理の合理化そ

保 の他の措置を行う漁業経営改善計画を
策定する認定者数947経営体を平成20
年度の目標値として設定。

漁港・漁 (ｱ)漁場再 万トン － － － 2.4 14.5 水産基本計画における自給率目標の達
場・漁村 生及び新 (Ａ) (H23) 成のため、排他的経済水域を含めた我
の総合的 規漁場整 が国周辺水域における漁場整備を図る
整備と水 備による こととし、平成23年度を目途に、概ね
産業・漁 新たな水 14.5万トンの水産物を新たに提供する
村の多面 産物の提 ことを目標値として設定。
的機能の 供
発揮
(※19年 (ｲ)高度な ％ 23 － 25.1 28.2 50 水産物の流通拠点となる漁港におい
度から目 衛生管理 (H16) (Ａ) (H23) て、鮮度保持対策や衛生管理対策等に
標設定) 対策の下 重点的に取り組むことにより、高度な

で出荷さ 衛生管理対策の下で出荷される水産物
れる水産 の割合を平成23年度を目途に概ね50％
物の割合 に向上させることを目標値として設
の向上 定。

(ｳ)漁業集 ％ 35 41 43 46 60 漁村の総合的な振興の観点から、生活
落排水処 (H16) (暫定値) (H23) 環境の向上を図るため「漁業集落排水
理を行う (Ａ) を行うこととしている漁村の人口比
こととし 率」を平成19年度策定の「漁場整備長
ている漁 期計画」の目標に基づき、平成20年度
村の処理 46％を目標値として設定。
人口比率
の向上

(ｴ)津波・ a地震時に河 約58 － － 約44 約28 地震時及びその発生後において、海岸
高潮及び 川、海岸堤 (H19) (Ａ) (H24) の背後地域の浸水被害を防護するた
地震によ 防等の防護 め、人口・資産が集積する地域等を防
る災害か 施設の崩壊 護する施設を中心に、緊急かつ効率的
ら一定の による水害 に海岸保全施設の耐震化を推進し、地
安全性が が発生する 震時に防護施設の崩壊による水害が発
確保され 恐れのある 生する恐れのある地域の面積を減少さ
ていない 地域の面積 せるため、平成24年度を目途に概ね約
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漁村等の 千（ha） 44haにすることを目標値として設定。
面積削減、 b津波・高潮 約5.0 約5.2 約5.0 約4.7 約4.0 重要沿岸域やゼロメートル地帯、近年
老朽化対 による災害 (H19) （Ａ） （Ａ） (Ａ) (H24) 浸水被害が発生した地域を中心に、海
策の推進、 から一定の 岸保全施設の計画的な整備等のハード
水辺の再 水準の安全 施策を着実に進めるとともに、ソフト
生、ハザ 性が確保さ 対策を一体的に推進し、各地区の海岸
ードマッ れていない で発生すると想定される津波・高潮に
プの作成 地域の面積 対し、防護が不十分な海岸における背
支援等の (千ha) 後地域の浸水想定面積を減少させるた
推進 め、平成24年度を目途に概ね約4.8千h

aにすることを目標値として設定。
c水辺の再生 約21 － － 約29 約40 越波や海岸侵食等が周辺の生物の生息
の割合 (H19) (Ａ) (H24) ・生育環境や景観、利用に与える影響
（％） 等に配慮した海岸保全施設の整備を推

進し、海岸侵食によって失われた砂浜
について、復元・再生を進めるため、
平成24年度を目途に概ね約40％にする
ことを目標値として設定。

d総合的な土 0 － － － 5 土砂管理についての技術開発を推進す
砂管理に基 (H19) (H24) るとともに、関係機関との事業連携を
づき土砂の 図りつつ、土砂の流れに支障があり問
流れが改善 題が発生している海岸において、総合
された数 的な土砂管理に基づき、土砂の流れを
(個所) 改善することに資する事業を進めるた

め、平成24年度を目途に概ね５個所に
することを目標値として設定。

e老朽化対策 約52 － － 約52 約57 海岸保全施設の老朽度や機能の健全性
が実施され (H19) (Ａ) (H24) を適切に把握し、計画的な維持・更新
ている海岸 を行うことにより、施設の機能を所要
保全施設の の水準に確保するため平成24年度を目
割合（％） 途に概ね約57％にすることを目標値と

して、昭和42年以前に設置された海岸
保全施設について、所要の機能の確保
を進める。

fハザードマ 約60 － － 約74 約80 住民の防災意識を高め、災害時の更な
ップを作成 (H19) (Ａ) (H24) る人的被害の回避、軽減を図るため、
・公表し、 各種ハザードマップを作成・公表し、
防災訓練等 防災訓練の実施を推進すること等によ
を実施した り、それらを活用した市町村の割合を
市町村の割 平成24年度を目途に概ね約８割にする
合 （％） ことを目標値として設定。

水産関係 漁協の組 漁協 － － 6 6 30 経営の改善が進まない漁協、財務状況
団体の再 織基盤の （Ｂ） (Ｂ) (H21) が悪く合併の障害となっている経営不
編整備 強化(漁協 振漁協について、経営コンサルタント
(※19年 経営改善 等外部専門家による詳細な財務分析を
度から目 事業によ 通じた具体的な改善計画を策定し、経
標設定) る漁協経 営・事業改善を図ることとから、19～

営改善計 21年度の間に30漁協の改善計画策定を
画策定) 目標値として設定。

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋）
関係する 社会資本整備重点計画 平成21年 ① 汚水処理人口普及率
施政方針 ３月31日 ② 津波・高潮による災害から一定の水準の安全性が確保されていない
演説等内 地域の面積
閣の重要 ③ 地震時に河川、海岸堤防等の防護施設の崩壊による水害が発生する
政策（主 おそれのある地域の面積
なもの） ④ 老朽化対策が実施されている海岸保全施設の割合

⑤ 水辺の再生の割合
⑥ ハザードマップを作成・公表し、防災訓練等を実施した市町村の割合
⑦ 総合的な土砂管理に基づき土砂の流れが改善された数

水産基本計画 平成19年 第３の２ 国際競争力のある経営体の育成・確保と活力ある漁業就業構
３月20日 造の確立

５ 漁港・漁場・漁村の総合的整備と水産業・漁村の多面的機能
の発揮

６ 水産関係団体の再編整備


